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平成２３年４月２２日

各局（区）庶務担当課長 様

総務局行財政改革室担当課長 

   「特定業務委託契約」のうち「指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定」

に関する運用について（通知）

川崎市契約条例に規定された「特定契約制度」について、「特定業務委託契約」のうち「指定管

理者と締結する公の施設の管理に関する協定」に関する運用を定めましたので、通知します。

また、公の施設の指定管理者あて御送付くださいますようお願いします。

（小沢・北村担当） 
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平成２３年４月 

川  崎  市 

「特定業務委託契約」のうち「指定管理者と締結する公の施設の 

管理に関する協定」に関する運用について 

１ 概要 

川崎市契約条例に規定された「特定契約制度」について、「特定業務委託契

約」のうち「指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定」に関する

運用を示すものです。 

２ 運用 

「指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定」は川崎市契約条例

に規定された「特定契約制度」における「特定業務委託契約」の一類型であ

ることから、「「特定工事請負契約」及び「特定業務委託契約」に関する手引

き」を参照してください。 

  ただし、「指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定」において、

「「特定工事請負契約」及び「特定業務委託契約」に関する手引き」と異なる

運用とする部分がありますので、「「指定管理者と締結する公の施設の管理に

関する協定」において「「特定工事請負契約」及び「特定業務委託契約」に関

する手引き」を参照する際の留意点」を併せて参照してください。 

３ 「特定工事請負契約」及び「特定業務委託契約」に関する手引き 

  別添のとおり 

４ 「指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定」において「「特定工

事請負契約」及び「特定業務委託契約」に関する手引き」を参照する際の留

意点 

  別添のとおり 



「指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定」において「「特定工事請負契約」及び「特定業務委託契約」に関する手引き」を参照する際の留意点
平成28年12月

ﾍﾟｰｼﾞ 項目 内容 指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定における運用

1 Ⅰ　特定工事請負契
約及び特定業務委
託契約制度について
１　制度の目的・趣旨

　特定工事請負契約及び特定業務委託契約（以下「特定契約」という。）制度は、平成２２年１
２月、第５回川崎市議会定例会本会議において、議案「川崎市契約条例の一部を改正する
条例の制定について」が可決されたことに伴い、「川崎市契約条例（昭和３９年川崎市条例第
１４号）」に規定された制度であって、平成２３年４月１日から公告その他の申込みの誘引を行
う案件から実施するものである。

　特定工事請負契約及び特定業務委託契約（以下「特定契約」という。）制度は、平成２２年１
２月、第５回川崎市議会定例会本会議において、議案「川崎市契約条例の一部を改正する
条例の制定について」が可決されたことに伴い、「川崎市契約条例（昭和３９年川崎市条例第
１４号）」に規定された制度であって、指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定に
おいては平成２３年４月１日以後に締結する協定について実施するものである。

2 Ⅱ　特定工事請負契
約及び特定業務委
託契約制度の内容
１　制度の概要

　作業報酬に関する規定は、川崎市と受注者が締結する契約書の約款に作業報酬に関する
規定を設けるものとする。また、特定契約の対象となる案件の発注の際には、予め当該案件
が特定契約に該当するということが入札参加者等にわかるように、その旨を一般競争入札の
公告・お知らせ、指名通知書、見積依頼書等に記載する。
　市長は、受注者又は下請け業者等に対し、必要に応じて契約に定められた作業報酬に関
する規定の履行状況について調査することができる。調査の結果、違反がある場合には、市
は受注者に是正措置を求め、もし受注者が調査に応じない場合や是正措置を講じない場合
には、契約不履行として契約の解除をすることができる。さらに、契約解除に伴う措置としての
違約金の請求、その他指名停止等の措置をすることができる。

　作業報酬に関する規定は、川崎市と受注者が締結する協定書に作業報酬に関する規定を
設けるものとする。また、特定契約の対象となる案件の募集の際には、予め当該案件が特定
契約に該当するということが応募者等にわかるように、その旨を募集要項等に記載する。
　市長は、受注者又は下請け業者等に対し、必要に応じて協定に定められた作業報酬に関
する規定の履行状況について調査することができる。調査の結果、違反がある場合には、市
は受注者に是正措置を求め、もし受注者が調査に応じない場合や是正措置を講じない場合
には、指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずるこ
とができる。

3 ２　特定契約の範囲 　特定契約の対象となる案件は、市長が発注するもののうち、次のとおりとする。
（１）特定工事請負契約
　予定価格６００，０００，０００円以上の工事請負契約
（２）特定業務委託契約
　予定価格１０，０００，０００円以上の業務委託契約のうち、次に掲げる業種・種目で発注する
もの
業種/種目
警備/人的警備、駐車場管理
建物清掃等/種目設定無し、建築物清掃、建築物環境測定、建築物空気調和用ダクト清掃、
建築物飲料水水質検査、建築物飲料水貯水槽清掃、清掃建築物排水管清掃、建築物ねず
みこん虫等防除、建築物環境衛生総合（一般）管理
屋外清掃（※３）/種目設定無し、道路清掃、下水道清掃、汚水処理施設清掃
施設維持管理（※４）/種目設定無し、電気・機械設備保守点検、エレベーター保守点検、空
調・衛生設備保守点検、消化設備保守点検、ボイラー維持管理、浄化槽保守点検、下水管
きょテレビカメラ調査、その他の施設維持管理
電算関連業務/データ入力
※１　予定価格は、税（消費税及び地方消費税相当額）込みの金額とする。
※２　特定契約の対象となる案件の発注の際には、予め当該案件が特定契約に該当すると
いうことが入札参加者等にわかるように、その旨を一般競争入札の公告・お知らせ、指名通知
書、見積依頼書等に記載する。
※３　規則第６７条第３号の市長が定めるものは、下水道又は汚水処理施設等とする。
※４　規則第６７条第４号の市長が定めるものは、電気・機械設備、空調・衛生設備、消化設
備、ボイラー設備、下水管きょテレビカメラ調査、その他の市の施設等とする。

　特定契約の対象となる案件は、市長が発注するもののうち、次のとおりとする。
○特定業務委託契約(うち指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定)
　すべての協定（指定管理料や業種・種目等での基準は設けない。）
※１　特定契約の対象となる案件の募集の際には、予め当該案件が特定契約に該当すると
いうことが応募者等にわかるように、その旨を募集要項等に記載する。
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「指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定」において「「特定工事請負契約」及び「特定業務委託契約」に関する手引き」を参照する際の留意点
平成28年12月

ﾍﾟｰｼﾞ 項目 内容 指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定における運用

3 ３　対象労働者の範
囲

　特定契約の規定が適用される者である対象労働者の範囲は、次のとおりとする。
（１）特定工事請負契約における対象労働者
　正社員、パート、アルバイト、日雇い労働者等、原則として当該契約に係る作業に従事する
労働基準法第９条の労働者及びいわゆる請負契約による「一人親方」であって、公共工事設
計労務単価表の該当する職種において従事する者
（２）特定業務委託契約における対象労働者の範囲
　正社員、パート、アルバイト、日雇い労働者等、原則として当該契約に係る作業に従事する
労働基準法第9条の労働者
※１　対象労働者は、受注者に雇用される者だけでなく下請業者、再委託業者に雇用される
者を含む。ただし、特定工事請負契約における「下請業者」とは、建設業法第２条第5項に規
定する「下請負人」とする。
※２　次の者は、対象労働者から除く。
ア　同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人
イ　労働者ではない者（ボランティア、会社役員等）
ウ　最低賃金法第７条の規定により最低賃金の減額の特例を受ける方。ただし、使用者が都
道府県労働局長の許可を受けている方に限る。
エ　海外において従事する者（例えば、工場製作で海外の工場に従事する者）
オ　作業報酬を支払うべき日に対応する労働期間において、特定契約に従事する時間が３０
分未満の者

　特定契約の規定が適用される者である対象労働者の範囲は、次のとおりとする。
○特定業務委託契約(うち指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定)における対
象労働者
　正社員、パート、アルバイト、日雇い労働者等、原則として当該協定に係る作業に従事する
①労働基準法第9条の労働者で、かつ、②当該施設において平常的に行われる業務に従事
する者
①労働基準法第9条の労働者
　職業の種類を問わず、事業又は事務所に使用される者で、賃金を支払われる者をいい、実
態として使用従属関係が認められれば、他人の指揮命令下に使用され、労働の対価として賃
金を支払われている限り労働者となる。
〔具体例〕
・ボランティアについては、労働の対価として賃金を支払われている者ではないため、対象と
はならない。また、小額ながら労務の対価として報酬・謝礼金等の名目で金銭を受け取って
いる、いわゆる有償ボランティアについては原則対象外とするが、受注者等と労働契約が締
結されていたり、就業規則等の適用があるなど、受注者等が通常雇用している労働者と同様
の労働条件で作業に従事している場合には対象とする。
②当該施設において平常的に行われる業務に従事する者
　「当該施設において」とは「当該施設内で」とし、「平常的に行われる業務」とは「毎週１時間
以上行われる業務」とする。なお、適用については、あくまで「業務ごと」に判断するため、該
当する業務に従事する者であれば、個々の労働者の労働時間にかかわらず対象とする。
〔具体例〕
・警備業務においては、警報機が作動する都度、警備員が来所する業務や、月に１度警備
員が来所し、巡回する業務については、対象とならない。
・給食配膳業務については、当該施設内で毎週１時間以上行われるものは対象となるが、給
食調理業務については、当該施設において調理しないものは対象とならない。
・廃棄物収集業務においては、一時的に施設に立ち入り、廃棄物を収集する業務について
は、対象とならない。

※１　対象労働者は、受注者に雇用される者だけでなく下請業者、再委託業者に雇用される
者を含む。
※２　次の者は、対象労働者から除く。
ア　同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人
イ　労働者ではない者（ボランティア、会社役員等）
ウ　最低賃金法第７条の規定により最低賃金の減額の特例を受ける方。ただし、使用者が都
道府県労働局長の許可を受けている方に限る。
エ　作業報酬を支払うべき日に対応する労働期間において、特定契約に従事する時間が30
分未満の者
オ　受注者又は下請業者、再委託業者が発注する工事請負契約に係る業務に従事する者
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「指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定」において「「特定工事請負契約」及び「特定業務委託契約」に関する手引き」を参照する際の留意点
平成28年12月

ﾍﾟｰｼﾞ 項目 内容 指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定における運用

4 ４　作業報酬下限額 （１）作業報酬下限額の定義
　対象労働者に対して支払われるべき１時間当たりの作業報酬の下限の額をいう。
（２）作業報酬下限額の決定方法
　市長は、毎年、作業報酬下限額及び適用時期を定めるものとする。
　市長は、作業報酬下限額を定めようとするときは、川崎市作業報酬審議会の意見を聴か
なければならず、作業報酬下限額を定めたときは、これを告示する。
　適用する作業報酬下限額は次のとおりとする。
ア 特定工事請負契約
単年度及び複数年度にわたる契約の別に関わらず契約締結時の作業報酬下限額を履
行完了まで適用する。
イ 特定業務委託契約（単年度契約）
契約締結年度の作業報酬下限額を履行完了まで適用する。
ウ 特定業務委託契約（複数年度にわたる契約）
年度ごとに定める最新の作業報酬下限額を適用する。
※ 上記ウの規定は平成２９年度以降に契約を締結する案件から適用するものとする。平成２
８年度以前に契約を締結した案件は業務完了まで契約締結年度の作業報酬下限額を適用
するものとし、受注者は適用している作業報酬下限額が神奈川県地域別最低賃金額を下回
る場合は、神奈川県地域別最低賃金額の支払いに留意するものとする。

（１）作業報酬下限額の定義
対象労働者に対して支払われるべき１時間当たりの作業報酬の下限の額をいう。
（２）作業報酬下限額の決定方法
　市長は、毎年、作業報酬下限額及び適用時期を定め、年度ごとに定める最新の作業報酬
下限額を適用するものとする。
　市長は、作業報酬下限額を定めようとするときは、川崎市作業報酬審議会の意見を聴かな
ければならず、作業報酬下限額を定めたときは、これを告示する。

10 ７　受注者の業務
（１）契約書の作成

　契約書は、特定契約用のものを用いる。特定契約に関する事項で契約書に記載する主な
内容は次のとおり。なお、「川崎市工事請負契約約款」及び「川崎市委託契約約款（標準）」
については、「Ⅳ　関係法令等」を参照。
ア　対象労働者の作業報酬台帳を作成し、市に提出すること。
イ　対象労働者に対して、作業報酬に関する事項を周知すること。
ウ　対象労働者が、基準額以上の作業報酬を受け取ることができるようにすること。
エ　労働者から申出があった場合、誠実に対応し、その申出をしたことを理由として不利益な
取扱いをしないこと。
オ　履行確認に関する調査に応じること。
カ　是正を求められたときは、履行に関する是正措置を講じ、その旨を報告すること。
キ　受注者が調査に応じず、又は是正措置を講じない場合等は、市は契約の解除ができるこ
と。

　協定書には、川崎市契約条例の遵守に関する事項を記載する。特定契約に関する事項で
協定書に記載する主な内容は次のとおり。なお、川崎市契約条例の遵守に関する事項につ
いては、別紙１を参照。
ア　対象労働者の作業報酬台帳を作成し、市に提出すること。
イ　対象労働者に対して、作業報酬に関する事項を周知すること。
ウ　対象労働者が、基準額以上の作業報酬を受け取ることができるようにすること。
エ　労働者から申出があった場合、誠実に対応し、その申出をしたことを理由として不利益な
取扱いをしないこと。
オ　履行確認に関する調査に応じること。
カ　是正を求められたときは、履行に関する是正措置を講じ、その旨を報告すること。
キ　受注者が調査に応じず、又は是正措置を講じない場合等は、市は指定を取り消し、又は
期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができること。
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「指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定」において「「特定工事請負契約」及び「特定業務委託契約」に関する手引き」を参照する際の留意点
平成28年12月

ﾍﾟｰｼﾞ 項目 内容 指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定における運用

10 （３）台帳の提出 　受注者は、作成した台帳を次のとおり市に提出する。
ア　特定契約の履行期間が、川崎市における１つの事業年度
（４月１日から翌年３月３１日まで）内のもの（単年度契約）
第１回/契約締結後、１ヶ月を経過した後にくる作業報酬を支払うべき対象労働者がある最初
の支払期日が到来した月の末日後７日以内に提出
第２回/履行期限の中間日が属する月の翌月の末日後７日以内に提出。ただし、年度契約
（契約日…４月１日～履行期限…翌年３月３１日）の場合は、９月末日を中間日とする。
最終回/履行期限到来後、当該特定契約における作業の従事に係る作業報酬の支払いが
ある最後の支払期日が到来した月の末日後７日以内に提出。
イ　特定契約の履行期間が、川崎市における複数の事業年度にまたがるもの
（複数年度契約）
第１回/契約締結後、１ヶ月を経過した後にくる作業報酬を支払うべき対象労働者がある最初
の支払期日が到来した月の末日から７日以内に提出
第２回/毎年度終了後、４月末日から７日以内に提出する。ただし、第１回の提出に係る支払
期日より前に、第２回目のこの支払期日が到来する場合は、この支払期日における台帳の提
出は不要。
最終回/履行期限到来後、当該契約における作業の従事に係る作業報酬の支払いがある最
後の支払期日が到来した月の末日から７日以内に提出する。
※支払期日が到来した月末・履行期限の中間日が属する月の翌月末・複数年度契約の４月
末日後の７日間は、土日祝日を除いて計算する。

　受注者は、作成した台帳を次のとおり市に提出する。
○指定管理者と締結する公の施設の管理に関する協定
第１回/指定期間開始後、１ヶ月を経過した後にくる作業報酬を支払うべき対象労働者がある
最初の支払期日が到来した月の末日から７日以内に提出
第２回/毎年度終了後、４月末日から７日以内に提出する。ただし、第１回の提出に係る支払
期日より前に、第２回目のこの支払期日が到来する場合は、この支払期日における台帳の提
出は不要。
最終回/指定期間終了後、当該協定における作業の従事に係る作業報酬の支払いがある最
後の支払期日が到来した月の末日から７日以内に提出する。
※支払期日が到来した月末・４月末日後の７日間は、土日祝日を除いて計算する。

14 ○特定契約の契約手
続きフロー

資料１ 　個々の公の施設の指定管理者の募集要項等を参照すること。

15 ○特定契約の履行確
認手続きフロー

資料２ 　別紙２を参照すること。

16 ○台帳提出日程例 資料３ 　別紙３を参照すること。

17 川崎市契約条例に関
するお知らせ

様式例１ 　別紙４を参照すること。

18 ○対象労働者の作業
報酬台帳

第１号様式 　別紙５を参照すること。
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